
第
三
節
　
行
政
組
織
改
革
の
新
展
開

一
　
第
二
次
地
方
分
権
改
革
と
関
西
広
域
連
合

第
二
次
地
方

分
権
改
革

第
三
編
第
一
章
第
三
節
で
触
れ
た
よ
う
な
地
方
分
権
の
動
き
は
そ
の
後
も
続
き
、
平
成
十
八
（
二
〇
〇
六
）
年

に
は
、
地
方
分
権
改
革
推
進
法
が
成
立
す
る
に
至
っ
た
。
さ
ら
に
、
平
成
二
十
一
年
十
二
月
に
は
地
方
分
権

改
革
推
進
計
画
が
閣
議
決
定
さ
れ
た
。
そ
し
て
、
平
成
二
十
三
年
か
ら
数
次
に
わ
た
っ
て
地
方
分
権
一
括
法
（
地
域
の
自
主
性

及
び
自
立
性
を
高
め
る
た
め
の
改
革
の
推
進
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律
の
整
備
に
関
す
る
法
律
）
が
制
定
さ
れ
、
国
か
ら
都
道
府
県
、
ま

た
は
都
道
府
県
か
ら
市
町
村
へ
の
事
務
・
権
限
の
移
譲
や
、
自
治
体
へ
の
義
務
付
け
・
枠
付
け
の
緩
和
な
ど
が
進
め
ら
れ
る
こ

と
に
な
っ
た
。
こ
れ
を
受
け
て
、
県
で
は
、
県
営
住
宅
の
入
居
者
の
基
準
や
県
道
に
設
け
る
道
路
標
識
の
寸
法
な
ど
に
お
い
て

独
自
の
基
準
が
設
け
ら
れ
た
。

　
平
成
二
十
三
年
に
は
、
地
方
自
治
に
影
響
を
及
ぼ
す
国
の
政
策
の
企
画
や
立
案
、
実
施
に
つ
い
て
、
国
と
地
方
が
協
議
を
行

う
「
国
と
地
方
の
協
議
の
場
」
が
法
制
化
さ
れ
た
。
ま
た
、
平
成
二
十
六
年
に
は
、
地
方
自
治
体
か
ら
全
国
的
な
制
度
改
正
の

提
案
を
募
る
方
式
（「
提
案
募
集
方
式
」）
が
導
入
さ
れ
た
。
こ
れ
に
県
は
積
極
的
に
対
応
し
、
平
成
二
十
六
年
度
に
は
、
他
府
県

な
ど
と
の
共
同
提
案
も
含
め
て
一
一
〇
項
目
の
提
案
を
行
っ
た
。
そ
の
後
も
、
国
へ
の
提
案
は
積
極
的
に
行
わ
れ
、
こ
れ
ま
で

兵
庫
県
は
都
道
府
県
で
最
多
の
提
案
を
行
っ
て
き
た
。
こ
れ
ら
の
兵
庫
県
が
行
っ
た
提
案
に
基
づ
い
て
、
大
規
模
農
地
の
転
用

許
可
や
「
地
方
版
ハ
ロ
ー
ワ
ー
ク
」
の
設
置
な
ど
の
権
限
が
国
か
ら
都
道
府
県
に
移
譲
さ
れ
た
。
さ
ら
に
、
県
は
、
市
町
の
提

第一章　地方分権改革の新たなステージへ

49



表 6　提案募集方式における都道府県別の提案数

都道府県名

提案団体数
H26 H27 H28 H29 H30

都道
府県

市区
町村

都道
府県

市区
町村

都道
府県

市区
町村

都道
府県

市区
町村

都道
府県

市区
町村

北海道 2 3 0 4 0 4 1 0 0 1
青森県 2 0 0 0 1 0 2 1 4 10
岩手県 4 3 1 0 3 0 3 6 2 21
宮城県 4 3 4 0 9 1 17 1 6 0
秋田県 4 0 2 0 2 1 2 0 9 64
山形県 3 0 2 0 0 0 3 0 2 0
福島県 9 3 2 1 5 2 2 2 11 2
茨城県 3 1 3 1 3 1 1 2 8 24
栃木県 2 2 8 3 13 2 3 1 12 0
群馬県 6 0 3 0 3 0 3 0 13 1
埼玉県 78 16 11 4 8 4 7 2 9 48
千葉県 2 4 1 4 3 2 4 5 8 6
東京都 2 8 2 2 2 7 0 50 2 95
神奈川県 135 23 8 13 2 8 3 5 13 37
新潟県 7 18 10 2 3 7 3 5 13 3
富山県 2 4 9 2 4 2 2 1 1 2
石川県 3 3 2 0 1 0 1 1 1 1
福井県 6 1 4 4 1 0 0 1 2 1
山梨県 6 0 2 0 2 2 1 28 7 42
長野県 7 4 4 0 4 0 5 2 8 1
岐阜県 7 3 3 12 5 5 2 6 4 3
静岡県 6 8 1 0 4 1 2 3 1 25
愛知県 41 17 10 6 6 4 5 8 5 3
三重県 11 0 4 0 5 0 5 0 6 2
滋賀県 3 5 60 3 69 0 57 1 20 0
京都府 59 7 62 20 43 33 83 69 30 51
大阪府 85 8 54 6 46 32 43 70 26 31
兵庫県 110 8 100 2 83 14 101 34 45 39
奈良県 6 0 3 0 2 1 6 0 4 0
和歌山県 39 2 80 0 72 0 95 9 36 0
鳥取県 69 0 77 0 77 0 77 0 51 2
島根県 1 0 2 1 2 0 2 4 1 0
岡山県 11 7 2 3 6 3 3 1 4 1
広島県 26 8 7 0 15 13 16 8 13 6
山口県 4 8 4 1 5 0 5 0 1 1
徳島県 105 0 99 0 59 0 86 0 40 1
香川県 3 2 16 1 1 2 2 0 1 1
愛媛県 22 10 17 4 6 120 4 6 11 83
高知県 2 0 12 0 1 1 2 0 9 0
福岡県 4 0 0 1 0 0 17 3 14 0
佐賀県 8 2 2 0 0 0 17 0 14 0
長崎県 49 0 12 0 0 1 17 3 14 1
熊本県 14 3 0 2 2 0 17 6 14 9
大分県 9 7 0 1 0 4 18 35 14 5
宮崎県 5 0 0 0 1 0 18 0 14 1
鹿児島県 7 0 0 0 0 0 17 0 14 3
沖縄県 7 0 0 0 0 0 17 0 14 3

合計 1,000 201 705 103 579 277 797 379 551 630
※各年の提案件数の合計は、共同提案について、提案団体ごとに集計。
 （『地方分権改革・提案募集方式ハンドブック』より引用）
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案
に
つ
い
て
も
、「
県
・
市
町
連
携
提
案
」
と
し
て
提
案
書
を
作
成
す
る
な
ど
支
援
す
る
取
組
を
行
っ
て
き
た
。

大
都
市
制

度
の
展
開

平
成
十
八
年
に
地
方
自
治
法
が
改
正
さ
れ
、
中
核
市
に
必
要
な
条
件
か
ら
「
法
定
人
口
五
〇
万
未
満
の
場
合
は

面
積
一
〇
〇
平
方
キ
ロ
メ
ー
ト
ル
以
上
」
が
外
れ
、「
人
口
三
〇
万
以
上
」
だ
け
に
改
め
ら
れ
た
。
こ
れ
を
受
け
て
、

兵
庫
県
で
は
、
平
成
二
十
年
に
西
宮
市
が
、
平
成
二
十
一
年
に
尼
崎
市
が
、
そ
れ
ぞ
れ
特
例
市
か
ら
中
核
市
に
移
行
し
た
。
こ

れ
に
よ
っ
て
、
両
市
に
は
身
体
障
害
者
手
帳
の
交
付
や
民
間
保

育
所
の
設
立
認
可
な
ど
の
事
務
が
県
か
ら
移
譲
さ
れ
た
。

　
さ
ら
に
、
前
述
し
た
地
方
分
権
改
革
の
進
展
に
よ
っ
て
都
道

府
県
か
ら
市
へ
の
権
限
移
譲
が
進
み
、
特
例
市
と
し
て
固
有
に

処
理
す
る
都
道
府
県
の
権
限
が
減
少
し
て
い
る
こ
と
な
ど
を
背

景
と
し
て
、
平
成
二
十
六
年
の
地
方
自
治
法
改
正
に
よ
っ
て
、

特
例
市
制
度
が
廃
止
さ
れ
る
と
と
も
に
、
中
核
市
の
指
定
を
受

け
る
た
め
の
要
件
が
「
法
定
人
口
三
〇
万
以
上
」
で
あ
っ
た
も

の
が
「
法
定
人
口
二
〇
万
以
上
」
に
緩
和
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ

た
。
こ
れ
を
受
け
て
、
明
石
市
が
平
成
三
十
年
に
中
核
市
に
移

行
し
た
。
ま
た
、
前
述
の
改
正
地
方
自
治
法
が
施
行
さ
れ
る
時

点
で
中
核
市
に
移
行
し
て
い
な
い
特
例
市
は
、
施
行
時
特
例
市

に
指
定
さ
れ
、
従
来
の
特
例
市
の
事
務
権
限
を
引
き
続
き
保
持

表 7　中核市一覧（県内市指定時抜粋）
移行

年月日
都道

府県名
都市名 人口（人）

※指定時
計 累計

＊1
中核市
要件

H20.4.1

岩　手 盛　岡 300,746

4市 39市
人口30万以上
（平成18年

改正後）

千　葉 柏 380,963
兵　庫 西　宮 465,337
福　岡 久留米 306,434

H21.4.1
群　馬 前　橋 318,584

3市 41市
＊2 同上滋　賀 大　津 323,719

兵　庫 尼　崎 462,647

H30.4.1

福　島 福　島 294,247

6市 54市
人口20万以上
（平成26年

改正後）

埼　玉 川　口 578,112
大　阪 八　尾 268,800
兵　庫 明　石 293,409
鳥　取 鳥　取 193,717
島　根 松　江 206,230

＊1 　新設合併により廃された市及び政令指定都市に移行した市は累計から
除いている。

＊2　H21.4.1に岡山市が政令指定都市に移行したため累計から除いている。
 （総務省ホームページを参照して作成）
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す
る
こ
と
に
な
っ
た
。
平
成
三
十
年
十
二
月
現
在
、
兵
庫
県
内
で
は
、
加
古
川
市
と
宝
塚
市
が
施
行
時
特
例
市
と
な
っ
て
い
る
。

関
西
広
域　

連
合
の
設
立

本
章
第
一
節
で
見
た
よ
う
に
、
平
成
二
十
二
年
十
二
月
一
日
に
関
西
広
域
連
合
が
設
立
さ
れ
た
。
関
西
広
域

連
合
は
、
地
方
自
治
法
に
定
め
ら
れ
た
広
域
連
合
長
や
広
域
連
合
議
会
の
他
に
、
独
自
の
組
織
体
制
と
し
て
、

構
成
団
体
の
長
を
委
員
と
す
る
広
域
連
合
委
員
会
や
、
住
民
な
ど
か
ら
幅
広
く
意
見
を
聴
取
し
、
広
域
連
合
の
実
施
事
務
や
そ

の
将
来
像
に
つ
い
て
協
議
す
る
広
域
連
合
協
議
会
が
設
け
ら
れ
て
い
る
。

　
こ
の
う
ち
、
広
域
連
合
長
は
、
構
成
団
体
の
長
の
う
ち
か
ら
、
構
成
団
体
の
長
が
投
票
に
よ
っ
て
選
挙
す
る
こ
と
に
な
っ
て

い
る
。
任
期
は
二
年
で
再
任
は
妨
げ
ら
れ
て
い
な
い
。
初
代
広
域
連
合
長
に
は
、
井
戸
兵
庫
県
知
事
が
選
出
さ
れ
、
そ
の
後
、

五
期
連
続
で
再
任
さ
れ
た
。

　
独
自
に
設
置
さ
れ
た
関
西
広
域
連
合
委
員
会
は
、
広
域
連
合
の
運
営
に
あ
た
っ
て
必
要
と
な
る
企
画
・
立
案
や
総
合
調
整
に

資
す
る
た
め
に
設
け
ら
れ
た
、
構
成
団
体
の
長
を
委
員
と
す
る
合
議
機
関
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
構
成
団
体
の
長
の
主
導
の
下
に

各
分
野
の
事
務
事
業
を
迅
速
に
推
進
す
る
た
め
、
各
委
員
が
特
定
の
分
野
を
担
当
し
、
委
員
の
下
に
各
分
野
の
事
務
局
を
置
く

と
い
う
よ
う
に
、
分
散
型
の
事
務
局
体
制
が
と
ら
れ
た
。

　
発
足
当
初
の
関
西
広
域
連
合
で
は
、
防
災
、
観
光
・
文
化
、
産
業
、
医
療
、
環
境
の
五
つ
の
分
野
で
の
広
域
政
策
課
題
へ
の

対
応
と
、
資
格
試
験
・
免
許
等
、
広
域
職
員
研
修
の
二
つ
の
共
同
事
業
の
実
施
を
目
指
し
て
、
広
域
的
な
事
務
事
業
が
展
開
さ

れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
兵
庫
県
の
井
戸
知
事
は
広
域
防
災
の
分
野
を
担
当
し
、
そ
の
事
務
局
は
兵
庫
県
に
置
か
れ
た
。

　
そ
の
後
、
広
域
防
災
に
つ
い
て
は
、
広
域
防
災
計
画
の
策
定
や
、
災
害
発
生
時
の
応
援
体
制
の
強
化
、
感
染
症
の
ま
ん
延
な

ど
緊
急
事
態
に
お
け
る
構
成
団
体
間
の
連
携
・
調
整
な
ど
が
取
り
組
ま
れ
た
。
そ
の
一
環
と
し
て
、
関
西
圏
で
近
い
将
来
に
発
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生
が
懸
念
さ
れ
る
南
海
ト
ラ
フ
地
震
な
ど
の
大
規
模
広
域
災
害
に
対
応
す

る
た
め
に
、
平
成
二
十
四
年
か
ら
二
十
六
年
に
か
け
て
「
関
西
防
災
・
減

災
プ
ラ
ン
」
が
作
成
さ
れ
た
。
ま
た
、
平
成
二
十
五
年
に
は
、
大
規
模
広

域
災
害
発
生
時
に
、
関
西
広
域
連
合
及
び
構
成
団
体
が
、
連
携
県
、
市
町

村
及
び
関
係
機
関
・
団
体
と
連
携
し
、
円
滑
に
応
援
・
受
援
を
行
う
こ
と

を
目
的
と
し
て
、
応
援
・
受
援
に
関
す
る
体
制
や
活
動
の
内
容
・
手
順
な

ど
を
ま
と
め
た
「
関
西
広
域
応
援・受
援
実
施
要
綱
」
が
策
定
さ
れ
た
（
第

二
章
第
二
節
一
参
照
）。

　
こ
の
ほ
か
、
ド
ク
タ
ー
ヘ
リ
の
一
体
的
な
運
用
な
ど
広
域
救
急
医
療
体

制
の
充
実
化
が
図
ら
れ
る
と
と
も
に
、「
広
域
交
通
イ
ン
フ
ラ
の
基
本
的

な
考
え
方
」（
平
成
二
十
五
年
）や「
関
西
エ
ネ
ル
ギ
ー
プ
ラ
ン
」（
二
十
六
年
）

を
策
定
す
る
な
ど
各
種
政
策
の
企
画
・
調
整
が
進
め
ら
れ
た
。
さ
ら
に
、

関
西
広
域
連
合
は
、
発
足
以
来
、
国
に
対
し
て
出
先
機
関
の
地
方
移
管
や

国
の
事
務
・
権
限
の
移
譲
な
ど
を
求
め
て
各
種
の
提
案
も
行
っ
て
き
た
。

し
か
し
、
現
在
に
至
る
ま
で
ほ
と
ん
ど
実
現
に
は
至
っ
て
い
な
い
。

総
合
特
別
区
域
法
と

国
家
戦
略
特
別
区
域
法

平
成
二
十
二
年
に
成
立
し
た
菅か

ん

直な
お

人と

内
閣
は
、

「
経
済
社
会
が
抱
え
る
課
題
の
解
決
を
新
た
な
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需
要
や
雇
用
創
出
の
き
っ
か
け
と
し
、
そ
れ
を
成
長
に
つ
な
げ
よ
う
と
す
る
政
策
」
を
採

り
、
そ
の
実
現
の
た
め
の
戦
略
と
し
て
、「
強
い
経
済
」「
強
い
財
政
」「
強
い
社
会
保
障
」

の
一
体
的
実
現
に
主
眼
を
置
く
「
新
成
長
戦
略
」
を
閣
議
決
定
し
た
。
そ
し
て
、
そ
の
一

環
と
し
て
、
平
成
二
十
三
年
に
、
総
合
特
別
区
域
を
設
定
し
、
規
制
の
特
例
措
置
や
総
合

特
区
支
援
利
子
補
給
金
な
ど
の
特
別
の
措
置
を
適
用
す
る
こ
と
な
ど
に
つ
い
て
定
め
た
総

合
特
別
区
域
法
が
制
定
さ
れ
た
。
同
法
に
よ
っ
て
、
産
業
の
国
際
競
争
力
の
強
化
を
推
進

す
る
国
際
戦
略
総
合
特
別
区
域
と
、
地
域
の
活
性
化
を
進
め
る
地
域
活
性
化
総
合
特
別
区

域
と
い
う
、
二
つ
の
総
合
特
別
区
域
が
設
け
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。

　
兵
庫
県
で
は
、
ラ
イ
フ
サ
イ
エ
ン
ス
分
野
・
エ
ネ
ル
ギ
ー
分
野
で
の
日
本
の
発
展
・
成

長
を
牽
引
し
、ア
ジ
ア
市
場
で
の
イ
ニ
シ
ア
チ
ブ
の
獲
得
を
目
指
す「
関
西
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ

ン
国
際
戦
略
総
合
特
区
」（
指
定
を
受
け
た
地
方
公
共
団
体
：
京
都
府
、
大
阪
府
、
兵
庫
県
、
京

都
市
、
大
阪
市
、
神
戸
市
）
が
国
際
戦
略
総
合
特
別
区
域
の
指
定
を
受
け
た
。
ま
た
、「
エ

ネ
ル
ギ
ー
が
持
続
す
る
地
域
」
及
び
「
農
と
暮
ら
し
が
持
続
す
る
地
域
」
の
実
現
を
目
指

す
「
あ
わ
じ
環
境
未
来
島
特
区
」（
指
定
を
受
け
た
地
方
公
共
団
体
：
兵
庫
県
、
洲
本
市
、
南
あ

わ
じ
市
、
淡
路
市
）
が
地
域
活
性
化
総
合
特
別
区
域
に
指
定
さ
れ
た
。

　
平
成
二
十
五
年
に
は
、「
民
間
投
資
を
喚
起
す
る
成
長
戦
略
」
を
掲
げ
た
第
二
次
安
倍
晋
三
内
閣
に
よ
っ
て
、
国
家
戦
略
特

別
区
域
を
設
け
て
、「
規
制
改
革
そ
の
他
の
施
策
を
総
合
的
か
つ
集
中
的
に
推
進
す
る
た
め
に
必
要
な
事
項
を
定
め
、
も
っ
て

写真 14　�関西広域連合ドクターヘリ（左：3 府県ドクターヘリ、右：兵庫
県ドクターヘリ）（左：公立豊岡病院組合提供、右：加古川医療
センター提供）
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表 8　兵庫県に係る国家戦略特別区域における認定事業（平成30年度）
【関西圏】認定事業数11（兵庫県関係のみ）

事項・事業名 事業主体 計画認定日
国家戦略特別区域高度医療提
供事業 ①（地独）神戸市民病院機構（旧（公財）先端医療振興財団） H26.9.30

（H29.5.22変更）
国家戦略道路占用事業 ②姫路市 H27.9.9
歴史的建築物利用宿泊事業＊ ③（一社）ノオト H27.3.19
特定非営利活動法人設立促進
事業 ④兵庫県、神戸市 H27.10.20

国家戦略特別区域診療用粒子
線照射装置海外輸出促進事業 ⑤兵庫県立粒子線医療センター H27.11.27

国家戦略特別区域家事支援外
国人受入事業 ⑥兵庫県 H29.5.22

都市公園占用保育所等施設設
置事業＊ ⑦（社福）いちにわたけのこ会 H28.12.12

地域農畜産物利用促進事業
⑧（株）丸尾牧場、⑨（株）淡路の島菜園 いずれも

H30.3.9
⑩藤井大輔 H30.6.14
⑪（株）タネノチカラ H31.2.14

【養父市】認定事業数24
事項・事業名 事業主体 計画認定日

農地等効率的利用促進事業 ①養父市 H26.9.9

農業法人経営多角化等促進事
業＊

②（有）新鮮組、③（株）東海近畿クボタ、④吉井建設（有）、⑤オ
リックス（株）及びやぶパートナーズ（株）、⑥ヤンマーアグリイ
ノベーション（株）、⑦（株）姫路生花卸売市場、⑧（株）マイファー
ムハニー、⑨（株）アグリイノベーターズ

いずれも
H27.1.27

⑩（株）トーヨーエネルギーファーム、⑪山陽Amnak（株）、⑫
福井建設（株）及び（株）オーク

いずれも
H27.9.9

農業への信用保証制度の適用
関連事業＊ ⑬養父市 H27.1.27

歴史的建築物利用宿泊事業＊ ⑭（一社）ノオト H27.1.27
国家戦略特別区域高年齢退職
者就業促進事業＊ ⑮（公社）兵庫県シルバー人材センター協会 H27.9.9

特定非営利活動法人設立促進
事業 ⑯兵庫県 H27.10.20

法人農地取得事業
⑰（株）Amnak、⑱兵庫ナカバヤシ（株）、⑲（株）やぶの花 いずれも

H28.11.9
⑳住環境システム協同組合 H29.2.21
㉑（株）マイファームハニー H30.3.9

国家戦略特別区域自家用有償
観光旅客等運送事業 ㉒（特非）養父市マイカー運送ネットワーク H29.12.15

国家戦略特別区域処方箋薬剤
遠隔指導事業 ㉓兵庫県 H30.6.14

地域農畜産物利用促進事業 ㉔中村傑 H31.2.14
＊：規制の特例措置が全国展開された事項・事業
 （「平成30年度国家戦略特別区域の評価について」を参照して作成）
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国
民
経
済
の
発
展
及
び
国
民
生
活
の
向
上
に
寄
与
す
る
こ
と
」
を
目
的
と
す
る
国
家
戦
略
特
別
区
域
法
が
制
定
さ
れ
た
。
同
法

に
基
づ
い
て
、
兵
庫
県
で
は
、
医
療
な
ど
の
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の
拠
点
と
し
て
「
関
西
圏
」（
大
阪
府
、
兵
庫
県
、
京
都
府
）
が
、

中
山
間
地
農
業
の
改
革
拠
点
と
し
て
養や

父ぶ

市
が
、
国
家
戦
略
特
別
区
域
に
認
定
さ
れ
た
。
平
成
三
十
年
度
現
在
、「
関
西
圏
」

で
は
四
一
事
業
（
う
ち
兵
庫
県
に
関
す
る
も
の
は
一
一
事
業
）
が
、
養
父
市
で
は
二
四
事
業
が
、
規
制
の
特
例
措
置
な
ど
を
活
用

す
る
こ
と
が
可
能
な
事
業
と
し
て
認
定
を
受
け
て
い
る
（
養
父
市
に
つ
い
て
は
第
三
章
第
二
節
三
参
照
）。

二
　
新
時
代
に
対
応
し
た
組
織
・
制
度
改
革

県
本
庁
組
織

の
見
直
し

震
災
復
興
や
三
位
一
体
の
改
革
な
ど
に
よ
っ
て
県
の
財
政
状
況
は
悪
化
し
、
更
な
る
行
財
政
構
造
改
革
が
進

め
ら
れ
る
こ
と
に
な
っ
た
。
平
成
十
九
年
七
月
に
行
財
政
構
造
改
革
会
議（
座
長：平ひ

ら
松ま

つ
一か

ず
夫お

関
西
学
院
大
学
学
長
）

が
設
置
さ
れ
、
二
十
年
二
月
、
本
庁
組
織
の
再
編
や
職
員
の
給
与
・
人
事
の
あ
り
方
な
ど
に
つ
い
て
「
新
行
財
政
構
造
改
革
推

進
方
策
（
第
一
次
）」
が
策
定
さ
れ
た
。
こ
れ
を
受
け
て
、
同
年
四
月
に
、「
選
択
と
集
中
の
徹
底
に
よ
る
課
題
解
決
型
へ
と
施

策
の
重
点
化
を
図
り
、
参
画
と
協
働
を
基
本
姿
勢
に
、
県
民
本
位
、
生
活
重
視
、
現
場
主
義
の
県
政
を
推
進
し
て
い
く
」
こ
と

を
目
的
と
し
て
、
次
の
よ
う
に
本
庁
組
織
の
再
編
が
行
わ
れ
た
。

　
ま
ず
、
地
域
の
将
来
像
の
検
討
や
地
域
づ
く
り
活
動
、
生
活
文
化
、
ボ
ラ
ン
タ
リ
ー
活
動
な
ど
の
県
民
生
活
に
関
す
る
施
策

と
、
県
政
の
総
合
的
な
企
画
・
調
整
・
管
理
を
一
体
的
に
推
進
す
る
た
め
に
、
県
民
生
活
部
と
企
画
管
理
部
を
統
合
再
編
し
て
、

新
た
に
企
画
県
民
部
が
設
置
さ
れ
た
。
さ
ら
に
、
企
画
県
民
部
に
は
、
復
興
対
策
と
防
災
対
策
の
一
体
的
な
推
進
の
観
点
か
ら
、

県
土
整
備
部
か
ら
震
災
復
興
部
門
も
移
管
さ
れ
た
。
ま
た
、
地
球
温
暖
化
対
策
や
森
林
の
保
全
な
ど
を
一
体
的
に
推
進
す
る
た
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め
に
、
農
林
水
産
部
と
健
康
生
活
部
の
環
境
部
門
が
統
合
再
編
さ
れ
、
農
政
環
境
部
が
設
け

ら
れ
た
。
こ
れ
に
伴
っ
て
、
健
康
生
活
部
の
名
称
は
健
康
福
祉
部
に
改
め
ら
れ
た
。

　
こ
れ
ら
の
組
織
改
編
に
よ
っ
て
、
企
画
県
民
部
、
健
康
福
祉
部
、
産
業
労
働
部
、
農
政
環

境
部
、
県
土
整
備
部
の
五
部
体
制
と
な
っ
た
。

マ
イ
ナ
ン
バ
ー

法
の
制
定

平
成
二
十
五
年
五
月
二
十
四
日
、
全
国
民
と
中
長
期
在
留
者
や
特
別
永
住

者
な
ど
の
外
国
人
に
一
二
桁
の
番
号
（
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
）
を
割
り
振
り
、

社
会
保
障
や
納
税
な
ど
に
関
す
る
情
報
を
一
元
的
に
管
理
す
る
制
度
を
導
入
す
る
マ
イ
ナ
ン

バ
ー
法
（
行
政
手
続
に
お
け
る
特
定
の
個
人
を
識
別
す
る
た
め
の
番
号
の
利
用
等
に
関
す
る
法
律
）

が
成
立
し
た
。そ
し
て
、平
成
二
十
七
年
十
月
か
ら
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
が
記
載
さ
れ
た
通
知
カ
ー

ド
が
送
付
さ
れ
、
二
十
八
年
一
月
か
ら
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
の
利
用
が
開
始
さ
れ
た
。

　
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
法
は
、
生
活
保
護
法
や
地
方
税
法
に
基
づ
く
事
務
な
ど
、
都
道
府
県
な
ど
が
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
を
主
体
的
に
利

用
す
る
こ
と
が
で
き
る
事
務
を
定
め
て
い
る
。
さ
ら
に
、
そ
れ
以
外
の
事
務
で
も
、
社
会
保
障
、
税
、
防
災
及
び
そ
れ
に
類
す

る
事
務
で
あ
れ
ば
、
条
例
を
定
め
る
こ
と
に
よ
っ
て
地
方
公
共
団
体
の
執
行
機
関
が
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
を
利
用
す
る
こ
と
が
認
め

ら
れ
て
い
る
。
こ
れ
を
受
け
て
、
県
で
は
、
平
成
二
十
七
年
十
月
に
、
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
を
独
自
に
利
活
用
す
る
事
務
等
を
定
め

た
条
例
が
制
定
さ
れ
、
就
学
支
援
金
の
支
給
な
ど
に
お
い
て
マ
イ
ナ
ン
バ
ー
を
独
自
に
利
用
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

兵
庫
県
規
制
改
革

推
進
会
議
の
設
置

二
〇
〇
〇
年
代
以
降
、
県
は
規
制
緩
和
に
精
力
的
に
取
り
組
ん
で
き
た
。
そ
の
一
環
と
し
て
、
平
成
三
十

年
五
月
に
は
、
県
及
び
市
町
が
条
例
な
ど
に
よ
っ
て
独
自
に
設
け
て
い
る
規
制
が
、
社
会
構
造
や
経
済
情

写真 15　兵庫県庁舎（平成 30 年）
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勢
の
変
化
に
対
応
で
き
て
お
ら
ず
、
地
域
活
性
化
の
支
障
と
な
っ
て
い
る
事
例
を
掘
り
起
こ
し
、
そ
の
規
制
の
あ
り
方
に
つ
い

て
、
有
識
者
な
ど
に
よ
る
協
議
・
検
証
を
行
う
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
兵
庫
県
規
制
改
革
推
進
会
議
（
委
員
長
：
中な

か
川が

わ
丈た

け
久ひ

さ
神
戸

大
学
大
学
院
法
学
研
究
科
教
授
）
が
設
置
さ
れ
て
い
る
。

　
同
会
議
は
、
市
町
や
県
内
で
事
業
を
行
っ
て
い
る
企
業
・
団
体
、
県
民
な
ど
に
対
し
て
、
県
及
び
県
内
市
町
の
条
例
な
ど
に

基
づ
く
独
自
規
制
に
よ
り
行
政
や
企
業
な
ど
の
事
業
活
動
の
妨
げ
と
な
っ
て
い
る
も
の
の
見
直
し
や
、
県
民
サ
ー
ビ
ス
の
向
上

に
つ
な
が
る
行
政
手
続
の
簡
素
化
な
ど
に
関
す
る
提
案
を
募
集
し
て
き
た
。
こ
れ
ま
で
、
同
会
議
に
出
さ
れ
た
提
案
に
基
づ
い

て
、
入
札
参
加
資
格
審
査
申
請
時
の
納
税
証
明
書
の
省
略
な
ど
、
規
制
や
行
政
手
続
が
緩
和
さ
れ
る
に
至
っ
て
い
る
。

三
　
県
政
一
五
〇
周
年

県
政
一
五
〇
周

年
事
業
の
展
開

平
成
三
十
年
七
月
十
二
日
、
県
は
誕
生
か
ら
一
五
〇
周
年
を
迎
え
、
こ
れ
を
記
念
し
て
神
戸
国
際
会
館
こ
く

さ
い
ホ
ー
ル
（
神
戸
市
中
央
区
）
に
お
い
て
県
政
一
五
〇
周
年
記
念
式
典
が
開
催
さ
れ
た
。
約
一
六
〇
〇
名

の
参
加
者
の
も
と
で
、
兵
庫
の
将
来
像
を
描
く
「
兵
庫
二
〇
三
〇
年
の
展
望
」
の
案
が
発
表
さ
れ
た
ほ
か
、
小
学
生
の
発
表
と

し
て
作
文
コ
ン
ク
ー
ル
の
優
秀
三
作
品
の
朗
読
が
、
中
学
生
の
発
表
と
し
て
県
内
の
中
学
校
コ
ー
ラ
ス
部
の
合
唱
が
、
高
校
生

の
発
表
と
し
て
高
校
生
が
考
え
る
「
県
政
一
五
〇
周
年
記
念
事
業
」
よ
り
二
つ
の
提
案
の
紹
介
が
、
そ
れ
ぞ
れ
行
わ
れ
た
。
さ

ら
に
、
佐さ

渡ど

裕ゆ
た
かの

指
揮
に
よ
る
兵
庫
芸
術
文
化
セ
ン
タ
ー
管
弦
楽
団
の
記
念
演
奏
や
、
五い

百お

旗き

頭べ

真ま
こ
と

兵
庫
県
立
大
学
理
事
長

に
よ
る
記
念
講
演
（「
近
代
日
本
と
兵
庫
の
一
五
〇
年
」）
な
ど
が
催
さ
れ
た
。

　
他
に
、
県
政
一
五
〇
周
年
事
業
の
一
環
と
し
て
『
兵
庫
県
百
年
史
』（
昭
和
四
十
二
（
一
九
六
七
）
年
）
を
継
ぐ
次
の
五
〇
年
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の
県
史
の
編
纂
が
行
わ
れ
た
ほ
か
、「
ふ
れ
あ
い
フ
ェ
ス
テ
ィ

バ
ル
ｉ
ｎ
東
播
磨
」
や
「
ひ
ょ
う
ご
博
覧
会
ｉ
ｎ
大
阪
２
０

１
８
」
な
ど
の
イ
ベ
ン
ト
が
開
催
さ
れ
た
。
ま
た
初
代
県
庁

舎
の
復
元
再
建
事
業
が
展
示
施
設
の
新
設
と
合
わ
せ
て
開
始

さ
れ
た
。

　
さ
ら
に
、
県
民
が
自
主
的
に
企
画
・
実
施
す
る
記
念
事
業
を

県
民
や
各
種
団
体
と
と
も
に
推
進
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、

地
域
団
体
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ
な
ど
の
各
種
団
体
が
行
う
種
々
の
イ
ベ
ン

ト
や
活
動
な
ど
に
対
し
て
助
成
が
行
わ
れ
た
。
同
助
成
に
は
、

約
一
三
〇
〇
件
の
申
請
が
あ
り
、
芸
術
文
化
、
国
際
交
流
、
地

域
づ
く
り
な
ど
多
岐
に
わ
た
る
事
業
が
展
開
さ
れ
た
。

写真 16　県政 150 周年記念式典
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